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（様式１－１）

中期目標・中期計画一覧表
（法人番号 ６７ ） （大学名） 徳島大学

中 期 目 標 中 期 計 画

（前文）大学の基本的な目標
徳島大学は，「自主と自律の精神に基づき，真理の探究と知の創造に努め，卓越

した学術及び文化を継承し，世界に開かれた大学として，豊かで健全な未来社会の
実現に貢献する。」ことを使命としている。
本学は，理系を中心とする多岐分野が集積した大学としての強みを活かし，高度

な研究活動を基盤として「進取の気風」を育む教育と地域の目線に立った社会貢献
を基軸にその社会的使命の達成を目指すものである。

■教育
明日を目指す学生の多様な個性を尊重し，学生が志をもって学び，感じ，考え，

生涯にわたって学び続ける知と実践にわたる体系的な教育を行い，優れた専門的能
力と，自律して未来社会の諸問題に立ち向かう，進取の気風を身につけた人材を育
成する。

■研究
自由な発想を尊重した独創的な研究の推進及びイノベーションを導く社会的要請

の強い課題を解決するため，社会総合科学，医学，歯学，薬学，理工学及び生物資
源産業学を中心とし，国際社会や地域社会で高く評価される研究成果を発信する拠
点の形成とその研究支援体制の強化を行う。

■社会貢献
地域創生及びグローバル化の視点から，地域振興の核となる人材育成を行うとと

もに，地域ニーズに対応した課題解決事業を組織的に推進する。

■医療
地域医療の中核を担う機関として，生きる力を育む医療の実践と良質な医療人育

成を中心とした諸機能を充実させる。

◆ 中期目標の期間及び教育研究組織
１ 中期目標の期間

平成２８年４月１日から平成３４年３月３１日まで
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２ 教育研究組織
この中期目標を達成するため，別表に記載する学部，教育部及び共同利用・

共同研究拠点を置く。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 教育に関する目標 １ 教育に関する目標を達成するための措置
（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標 （１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置

○ 教養教育院を設置し，国際化や科学技術の進展等社会の激しい変化に対 【１】知識基盤社会を担う21世紀型市民としての人材を養成するため，新たに設
応できる統合された知の基盤が身につき，幅広い視野を持ち，俯瞰的に物 置した教養教育院において，各学部・大学院の学位授与方針（DP）に基づい
事を捉え，高い倫理性に裏打ちされた的確な判断を下すことができる「21 た教養教育を実施するとともに，地域科学教育，イノベーション教育，医療
世紀型市民」を育成するため，学位授与方針（DP）に基づいた教養教育を 系基盤教育，理工系基盤教育，汎用的技能教育，グローバル化教育に関する
実施する。 授業開発の企画を行い新しい教養科目を開設する。(最終目標：各教養科目２

科目以上開設)
【２】グローバル化社会に対応した語学教育を充実させるため，全学組織として

語学教育センターを設置（平成28年度）し，学生の語学力向上に取り組む。
（最終目標：学生の語学力(TOEFL，TOEIC等)を平成27年度平均点と比較し，
10％以上の点数向上）

【３】教養教育の継続的な教育の質向上を目指すため，教養教育院のほかに教養
教育に関する全学的な監査を目的とした組織を設置（平成28年度）し，教養
教育の点検評価・改善を行う。（最終目標：授業改善への活用率100％）

【４】「鉄は熱いうちに打て」（SIH : Strike while the Iron is Hot）の精神
に則り，反転授業，グループワーク，学修ポートフォリオ，専門領域早期体
験等によるリフレクションを基盤としたアクティブ・ラーニングの体験を通
して，学生と教員が共に学び合い成長する科目により，学生の主体的学修を
促進するため，導入した初年次教育「SIH道場」(初年次教養科目)の点検・評
価・改善に取り組み，ポートフォリオの利用拡大（最終目標：学生の利用拡
大，学生の教育効果に対する評価：70％以上），教員のアクテイブ・ラーニ
ング導入とポートフオリオ活用（教員のアクティブ・ラーニングとポートフ
ォリオ活用率：80％以上）に取り組む。

【５】「入学前教育」，「リメディアル教育」などの高大接続教育を充実するた
め，入学時に基礎学力試験を実施し，及第点に達しない学生にはe-Learning
などを活用した基礎学力向上に取り組ませる。

○ 予測困難な時代において生涯学び続け，主体的に考える力を育成するた 【６】学生に主体的学修，生涯学び続ける能力を身につけさせるため，能動学修
め，課題探求能力を身につけさせる教育体制と教育環境の全学的かつ継続 （アクティブ・ラーニング）（最終年度実施率：80％以上）及び反転授業
的な改善を行い，学生の学修成果の把握・評価を基礎とした教育の質保証 （最終年度実施率：10％以上）等に取り組む。
を実施する。 【７】学習者中心の継続的な教育改革を進めるため，これまでの学生の意見を取

り入れる方法（アンケート，教育担当責任者と学生の意見交換会など）を点
検・評価・見直しを行い，学生の意見が教育改革に結びつくシステム構築に
取り組む。（最終目標：学生の意見が教育改革に結びついたことへの学生に
よる評価：70％以上）
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【８】教育の質保証を進めるため，客観的で公正な成績評価方法の確立（最終目
標：成績評価方法への学生の評価：70％以上），学修成果の可視化（実施率
：100％，学生の評価：70％以上），カリキュラムマップ作成（実施率：100
％），ナンバリング（実施率：100％，学生の認知度：80％以上），個々の学
生が履修した授業科目ごとの成績評価を平均した値（GPA）の教育指導等への
活用に取り組むとともに，授業アンケート，科目の履修者全員について成績
評価を平均した値（GPC）を各学部教務委員会が点検・評価を行い，改善を勧
告し授業の改善に結びつける取り組みを行う。

（授業改善システムによる授業改善への活用率：100％）
【９】新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けて，高等学校にサテライト

オフィスを設置し出前講義等の充実や高等学校教育の現状把握に役立てると
ともに，入学から卒業までの一連の活動状況を継続的に点検・評価し，入試
を含めた教育改革に取り組む。

○ 大学院教育では，明確な学位授与方針（DP）の下，学際的知識の獲得， 【10】大学院生に専門を越えた分野横断的教育を行うため，分野が異なる複数教
グローバル化等に対応した人材を育成するため，広範なコースワークなど 員によるクラスター指導制教育（最終目標：単位化）や教育部を越えた専攻
を設定し専門の枠を越えた教育を行い，教育の質の保証に取り組む。 間共通教育に取り組む。（最終目標：専攻を越えた開講科目数：20以上，大

学院生の評価：70％以上）
【11】大学院生の学際的知識の獲得，発表能力の向上を目指し，専攻を越えた

「専攻公開ゼミ」（ゼミ参加者が学習到達度を示す評価基準を観点と尺度か
らなる表（ルーブリック）に基づき採点）の開設に取り組む。（到達目標：
専攻公開ゼミを各専攻で単位化して開設，ルーブリックの整備，大学院生な
らびに教員の評価：70％以上）

【12】グローバル化に対応した人材を育成するため，大学院教育において，英語
コースの開設と充実，英語による授業の充実等に取り組む。（到達目標：英
語コースの開設数：４以上，英語による授業を各専攻開設科目の10％以上と
する）

○ 学士課程及び大学院教育では，各学部・教育部のミッションを達成する 【13】総合科学部では，日本および国内外の諸地域において求められるグローバ
ため，強み・特色・役割に基づいた教育を行う。 ル化，少子高齢化，健康社会，地域活性化などの社会的取組や地域的課題解

決に向けて，総合的な視点から問題発見・問題解決にあたることができる実
践的な人材を養成するため，コース横断的に編成された実践学習科目を導入
（14単位以上）する。グローバル化への取り組みとしては，語学検定の成績
や資格の取得を進級要件に導入し，英語による授業を拡充（10科目以上）
し，海外留学・短期語学研修等による海外体験活動を行う。

また，大学院総合科学教育部では引き続き，現代社会が抱える地域課題，
社会問題，環境問題などの解決に向けて，総合的かつ学際的な視点からアプ
ローチする「地域創生総合科学」を行い，地域社会に貢献できる実践的な教
育研究者・専門家を養成する。

【14】医学部では，自立して未来社会の諸問題に立ち向かう進取の気風を身につ
けた医師・医学研究者，栄養学及び保健学の教育研究のリーダーとして活躍
する専門職業人や教職者，倫理感や実践力のあるチーム医療，地域医療，国
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際医療に貢献できる医療人及び研究者を養成するため，学年積み上げ式の職
種連携教育プログラムの構築，教養専門一体化教育や臨床技能教育の強化を
含むカリキュラムの見直し，医学研究実践コースや臨床栄養学研究特別コー
ス等の研究力育成プログラムの構築，海外留学プログラムの充実等を行う。

【15】歯学部では，四国の地域性と徳島大学の特色を活かして，高い倫理観とリ
サーチマインドを持ち，医療と福祉を融合したチーム医療を実践できるとと
もに，国際医療連携，震災医療にも対応できる高度専門職業人・研究者を養
成するため，医療倫理教育，多職種協働教育と臨床実習の充実等を行う。

【16】薬学部では，薬の専門家としての幅広い知識と技能を修得し，生命科学を
基盤とする多様な薬学分野においてグローバルに連携・活躍できる能力と意
欲に溢れた人材「インタラクティブYAKUGAKUJIN」を育成するため，学士課程
のカリキュラム再構築や実務実習での客観的評価法の導入，薬科学教育部で
の博士課程コース化等を行う。

【17】理工学部では，新時代の科学技術に対応でき，技術の世界で世界を牽
引できる有為な人材を育成する。とりわけ理工学の先端分野あるいは学
際分野で柔軟性と創造性を発揮してイノベーションを創出できる人材を
養成するため，一学部一学科体制として，専門分野別のコースを設置し，
理学と工学の融合教育の実施，６年一貫カリキュラムの導入，グローバル
化教育の充実，教育の質の評価と改善システムの確立等を行う。

【18】生物資源産業学部では，１次産業，食料，生命科学に関する幅広い専門知
識と，生物資源の製品化，産業化に応用できる知識と技術を有し，国際的視
野に立って，生物資源を活用した新たな産業の創出に貢献できる人材を養成
するため，経済･経営関連科目，インターンシップ，学科共通科目の必修化，

また，高度な専門性を有する応用生命，食料科学，生物生産システムコー
スの専門教育等を行う。

【19】四国地区５国立大学が連携して，各大学の特色や得意とする教育分野及び
人材を，インタ－ネットを用いたe-Learningで共有・補完し，教養科目（共
通科目）及び専門科目を中心に50科目以上を共同開講し，教育内容の充実に
取り組む。

（２）教育の実施体制等に関する目標 （２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置
○ 学部，大学院において，学位授与方針（DP）に基づく人材を養成するた 【20】学部教育を中心とした全学教育実施体制を整備するため，教育関連組織
め，教育実施体制を整備する。 （教養教育院，総合教育センター，国際センター等）の教育実施体制の改革

（人員配置を含む）に取り組む。（到達目標：全学的な教育の質保証を担保
する組織の設置）

【21】大学院教育を全学的に進めるため，点検・評価を行い，連携した大学院教
育を進める組織として大学院教育委員会を設置する。

（到達目標：大学院生の大学院教育に対する評価：70％以上）
○ 教職協働を一層強化し，学生の積極的な参画を得て全学的な教育改革を 【22】教育の質保証を高めるFDを実施するため，FD活動の点検・評価を行い，焦
行うため，学生の修学意欲を高め，教職員の教育意識を改善し，教育の質 点を絞ったFD（教育方法，成績評価，教育の可視化等）の教職員・学生参加
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向上を目的とした教員の職能開発（FD：教育内容及び方法改善のための組 型FDに取り組むとともに，e-Learning等を活用したFDにも取り組む。
織的な研修及び研究）を実施する。 （到達目標：教員参加率：75％以上）

（３）学生への支援に関する目標 （３）学生への支援に関する目標を達成するための措置
○ 「徳島大学機能強化プラン」に基づく「学生目線を重視した学生支援」 【23】継続的な学生への教育支援・生活支援を充実するため，学生支援ならびに
を実現するため，多様な学生の立場に立ち，学生の人間的成長を図り「自 学生生活の相談の個別対応に向けた新たな少人数クラス担任制度を全学的に
立・協働・創造」を養う教育支援，生活支援及び就職支援を実施する。 構築し，ポートフォリオシステムを活用する。（到達目標：少人数クラス担

任制度の全学導入，クラス担任制度への学生の評価：70％以上）
【24】学生の人間的成長を図り「自立・協働・創造」を養うため，学生が自主的

に参加する活動（ボランティア，地域活動，ピアサポート，講演会）を支援
するとともに評価する仕組みを構築する。

（到達目標：活動を評価する仕組みの確立）
【25】「学生目線を重視した学生支援」を実現するため，学生支援に係る学生の

ニーズをパブリックコメント等により的確に把握し，学生の参画を得て必要
な対策を講じ，学生にその成果の見える化を行う。

（到達目標：学生の学生支援に対する評価：70％以上）
【26】総合教育センターの就職支援業務（保護者への説明会，内定者による学生

説明会等）の充実に取り組む。
（到達目標：就職支援に関する学生の評価：
70％以上）

（４）入学者選抜に関する目標 （４）入学者選抜に関する目標を達成するための措置
○ 新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた改革を行うため，本学 【27】大学入学者選抜に係る「個別選抜改革や新たなルール（法令改正，大学入

の教育方針を踏まえ入学者に求める能力及びその評価基準・方法を明確に 学者選抜実施要項の見直し等）」を見据えて，入学者受入方針（AP）に基づ
した入学者受入方針（AP）に基づき，公正な入学者選抜を実施する。 き，志願者の「確かな学力」として求められる力（「知識・技能」，「主体

性・多様性・協働性」，「思考力・判断力・表現力」）を的確に把握するた
めの多面的・総合的な選抜方法の確立及び全学的な導入に取り組む。

また，「現行制度下における個別選抜」についても，選抜方法の改革（試
験科目や出題方法等の見直し）に取り組み，順次反映していく。

さらに，入学者の活動状況の継続的点検等をアドミッション組織が行い，
選抜方法の妥当性・信頼性（入学者受入方針（AP）との整合性含む）の検証
・改善に取り組む。（入試改善への活用率：100%）

【28】四国地区５国立大学が連携して志願者の多様な活動歴等の情報をオンライ
ンで収集するシステムを平成29年度までに開発・充実させ，志願者の資質や
能力を多面的・総合的に評価する入学者選抜に活用する。

２ 研究に関する目標 ２ 研究に関する目標を達成するための措置
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 （１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

○ 学術の発展に貢献するため，ミッションを踏まえて，自由な発想を尊重 【29】独創的な新興・融合分野の研究を推進するため，大学院総合科学研究部，
した独創的な研究を推進し，国際的な存在感を高める研究を行う。 大学院医歯薬学研究部，大学院理工学研究部及び大学院生物資源産業学研究

部において，各研究部間の連携強化を図り，第２期中期目標期間と比較して
論文数を増加する等，組織的に研究成果を創出する。

【30】国際的な存在感を高めることを目的として，外国の大学・研究機関との国
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際共同研究・受託研究を推進するため，国際化に対応する組織を整備し，国
際共著論文を第２期中期目標期間と比較して増加させる。

○ 世界的に評価される研究の実践とその成果を発信するため，国際的な研 【31】世界的に評価される学際的な研究を大学が一体となり推進するため，先端
究拠点を形成する。 酵素学研究所に酵素関連分野の高度な研究を推進する組織，先端理工学研究

所（仮称）に特色ある理工学分野の高度な研究を推進する組織，オ－プンイ
ノベ－ション研究所（仮称）に特色ある農林水産分野の高度な研究を推進す
る組織を設置し，共同利用・共同研究体制の機能を向上させる。

○ イノベーションを導く社会的要請の強い課題を研究力で解決するため， 【32】社会との連携を強化し，地方の発展に貢献するため，課題解決型プロジェ
産学官連携を通じて大学の知の活用を推進し，大学発ベンチャーの育成支 クト研究に取り組み，徳島大学発の研究成果を基盤とした既存の大学発ベン
援や株式会社テクノネットワーク四国（四国TLO）との連携によるイノベー チャー(５社）を育成支援するとともに，今期中に，新規に10社以上大学発ベ
ション創出など研究成果を社会に還元する。 ンチャーを設立する。

【33】技術移転に関わる四国地区５国立大学共同実施体制の構築により，これま
で単独の大学では実施が困難であったより高度な知的財産の評価・実証活動
（Proof Of Concept等）を共同して実施することにより，各大学が保有する
知的財産の経済的価値を高め，技術移転の経済的規模を拡大するためのマー
ケティング活動の充実やスタートアップ企業の創出支援等の諸活動を実施す
る。

（２）研究実施体制等に関する目標 （２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置
○ 本学の部局を越えた学際的な研究を推進するため，研究支援の充実，研 【34】大学及び学外資源を導入した研究支援により積極的な学際研究を行うた

究環境の整備，他大学や他研究機関との連携体制を構築する。 め，課題解決型研究プロジェクト(３件以上）を創設し，研究戦略室におい
て，その成果について評価を行う。

【35】イノベーションを誘発させる研究環境を整備するため，研究課題ごとに異
分野の研究者が集積する，研究クラスター，研究グループを形成する。ま
た，本学の重点的に支援する研究クラスター（年５件以上）を認定し，その
成果について評価を行う。

○ 医歯薬学を中心とした，生命科学工学の分野で世界的な研究を推進する 【36】全学的な研究支援体制を構築するため，研究支援・産官学連携センターに
ため，研究環境の整備を行い，外部資金及び知的財産獲得支援等多様な研 おいて，研究支援活動（リサーチ・アドミニストレーション部門における外
究支援を行う。 部資金獲得に必要な申請書類作成支援等）を行う。

【37】大学の研究成果を実用化につなげるため，研究支援・産官学連携センター
の知財法務部門において埋もれている知財の発掘を行う等の知財マネジメン
トの強化を行い，特許関連等収入を第２期中期目標期間と比較して増加させ
る。

○ 研究の質の向上等を図るため，研究評価に基づく学内資源（教員ポス 【38】学内資源の重点配分を行うため，IR分析に基づく研究成果評価システムを
ト，研究費，研究スペース等）の重点的な配分を行うとともに，若手研究 整備することにより，外部有識者による研究評価を毎年実施するとともに，
者に対する支援及び研究に関するFDを実施する。 その研究評価結果に応じ教員ポスト，研究費，研究共用施設などの重点的な

配分を行うシステムを構築する。
【39】若手研究者のキャリアアップに資するため，科学技術人材育成のコンソー

シアムの構築事業の一環として，テニュアトラック教員を採用するとともに
大学院博士課程在籍者に対する長期インターンシップを実施する。

【40】全学的な研究の質を向上させるため，研究に関するFD委員会において，研
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究推進セミナーを（年２回以上）実施する。
３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標 ３ 社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標を達成

するための措置
○ 地域振興を促進するため，地域創生に資する資源の掘り起こしと地域の 【41】地域社会の核となる人材を育成するため，地域の課題やニーズに対応した
ニーズに応じた人材養成を行う。 人材育成を行うとともに，大学の地域拠点である各サテライトオフィスの特

性を活かし，機能を充実して教育活動を実施する。（到達目標：地域人材バ
ンク登録者数：第３期末までに100人以上増加）

【42】地域での就職や起業を志向する学生を育成するため，地域企業や自治体等
を活用した長期インターンシップ等を実施する。（到達目標：平成33年度長
期インターンシップ参加者数：平成27年度に比して30％以上増加）

○ 地域活性化の中核拠点としての責務を果たすため，地域課題の解決に取 【43】地域課題に対応するため，地域連携のワンストップ窓口の機能や自治体，
り組む。 NPO法人，企業等と連携した地域連携体制を充実・強化するとともに，地域資

源やフューチャーセンターを活用して行う地域再生プログラムの実施等，教
育･研究と連携した地域創生事業を行う。（到達目標：平成33年度地域課題取
り組み数：平成27年度に比して50％以上増加）

○ 地域の要望に応えるため，地域社会においてニーズの高い生涯学習，社 【44】健康・福祉・文化など地域社会の要望に対応するため，ニーズに応じた生
会人の学び直しを推進する。 涯学習，生涯学習研究院や地域産業人材育成講座等を活用した社会人の学び

直しのための教育プログラムを充実し，実施する。
○ 若年層人口の東京一局集中を解消するため，「地（知）の拠点大学によ 【45】地域の雇用創出と地元定着率の向上を図るため，COCプラス「とくしま元気
る地方創生推進事業（COCプラス）」により地域の高等教育機関や自治体， 印イノベーション人材育成プログラム」事業に取り組み，雇用創出と就職率
企業等と協働して事業に取り組み，事業責任大学として地域の雇用創出や 向上に資する①次世代技術，②地域医療・福祉，③６次産業化，④地域づく
地元定着率を向上させる。 り・観光の４分野に合わせた教育プログラム開発や，地域ニーズを踏まえた

専門教育，「寺子屋式インターンシップ」等を実施することにより地域人材
を育成する。

また，事業協働機関が参画する協議会を設置し，事業目標の達成に向けた
「FD地域人材育成フェスタ」，「創業支援事業」等の協働事業を実施する。
（到達目標）・平成31年度地域就職率：平成26年度に比して10％以上増加

・平成31年度事業協働機関へのインターンシップ参加者数：平
成26年度に比して30％以上増加

４ その他の目標 ４ その他の目標を達成するための措置
（１）グローバル化に関する目標 （１）グローバル化に関する目標を達成するための措置

○ 世界で活躍できるグローバルリーダーを養成するとともに，グローバル 【46】日本人学生の海外留学者数を第２期中期目標期間終了時に比べて２倍とす
な視点を持った地域活性化を担う人材を育成する。 るため，交換留学及び海外インターンシップ等の多様な海外経験の機会を提

供する。
【47】世界からの優秀な外国人留学生を受け入れるため，渡日前入学許可制度の

創設，大学独自奨学金となる基金の増加，日本人学生との混住型を含めた宿
舎整備を行い，第３期中期目標期間中に外国人留学生の受入数を350人以上と
する。

【48】海外の日本語教育機関及び卒業（修了）留学生同窓会等との連携を強化す
るとともに，新規協定校を第３期目標期間中に10校以上開拓する。
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（２）附属病院に関する目標 （２）附属病院に関する目標を達成するための措置
○ 地域の中核病院として，高度で質の高い医療を提供するため，チーム医 【49】診療科横断的医療（形成外科等による乳がん切除・乳房再建術，糖尿病性
療の充実及び低侵襲医療の開発・導入を行う。 足潰瘍治療等）や多職種の連携によるチーム医療（周術期の口腔ケア，心臓

血管外科等によるハートチーム等）を強化・充実する。
【50】低侵襲医療の開発・導入を推進するため，ロボット手術室やハイブリッド

手術室の効率的利用等により，高度で質の高い医療を提供する。
○ 高度な専門的知識・技能を持ち，高い倫理観を備えた良質な医療人を育 【51】良質な医療人の育成のため，新専門医制度に対応した研修登録システムと
成するため，教育体制を構築する。 評価システムの構築等，卒前，卒後及び専門医等まで一貫した教育実施体制

を構築する。
【52】研修医，看護師等を確保するため，魅力ある研修プログラムやキャリア支

援プログラムを発展させ，実施する。
○ 先進的医学・歯学研究を推進するため，臨床研究・治験を推進し，先進 【53】臨床研究・治験に関して，講習会の開催等により職員の意識を向上させ，
的な医療技術を開発，導入する。 臨床試験管理センターの充実や多施設共同研究への参画等により推進体制を

構築する。
【54】新規バイオマーカーの探索等による糖尿病等の新しい診断法・治療法の開

発・導入やクリニカルアナトミーラボの活用等による最新の手術手技のトレ
ーニング及び新しい手術法を開発する。

○ 社会に開かれた病院として地域貢献を行うため，地域の医療需要を踏ま 【55】総合メディカルゾーン（大学病院と隣接する徳島県立中央病院との連携）
えた地域医療機関との連携を充実し，共同研究を推進する。 を発展させ，両病院の診療科間の連携と診療力を強化し，県下の救急医療体

制を確立するとともに，質の高い医療（医療人）を地域に提供する。
【56】メディカルICT等を利用して，遠隔診断・放射線治療計画支援システム等の

効率的な県内診療連携体制を構築し，医療の効率化や新しい医療提供体制を
組み立てる。

【57】スチューデントラボ，スキルスラボ，クリニカルアナトミーラボを活用
し，卒前から研修医・専門医まで一貫した臨床教育を行う。また，クリニカ
ルアナトミーラボは地域医療機関にも開放し，徳島県全体の医療力の向上に
貢献する。

○ 安定した病院経営を行うため，管理運営体制及び財務内容の継続的な改 【58】効率的な病院経営により，安定的な収入を確保するとともに，正確な財務
善に取り組む。 分析により，病院経営を適正化する。

【59】取り巻く医療環境や経営状況の変化に対応するため，組織も含め，適宜見
直しを行い，効率的な業務運営を行う。

○ 患者の視点に立った全人的な医療が提供できるよう，患者サービス及び 【60】患者アメニティ向上のため，敷地内の緑化等病院施設の有効活用を行うと
診療環境を向上させ，施設，設備を整備し，効率的に活用する。 ともに，病院施設の環境点検体制を整備する。

【61】患者サービス向上のため，新たに設置された患者支援センターにおける業
務の強化やIT活用等による診療待ち時間の短縮等を実施する。

○ 院内の国際化を推進するため，国際的に通用する医療人を育成し，海外 【62】海外の協定締結大学（ネパールのトリブバン大学，インドネシアのムハマ
への医療支援を行うとともに，海外へ医療情報を発信する。 ディア大学等）との交流を進め，スタッフの受け入れ，医療技術指導ならび

に現地における技術支援・指導を行う。
【63】国際的医療情報発信のため英語ホームページの作成・充実，国際化対応を

目指した院内体制の整備，講演会の相互開催等を通じた新たな国際交流を行
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う。
Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 組織運営の改善に関する目標 １ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置
○ 本学の強みや特色を伸ばし，教育，研究及び社会貢献機能を最大限発揮 【64】本学の強みや特色を伸ばすため，部局を越えた弾力的な教員配置を行い，
させるため，学長のリーダーシップの下，戦略的な大学運営を行う。 教育研究機能を強化する。

【65】大学運営機能を強化するため，外部有識者等の意見を積極的に大学運営
（教育研究組織等の見直し・各種教育研究プロジェクトの取組等の運営課
題）に活用するとともに，ガバナンスの透明性を確保する。

【66】学長が，大学自らおかれている教育，研究及び社会貢献に関する客観的な
状況に基づき，戦略的な大学運営を行うため，学内情報の集約と分析を行う
IRを実施し，課題抽出，運営判断及び学内資源配分等に活用する。

○ 本学の教育，研究及び社会貢献等の機能強化を図るため，学長のリーダ 【67】国立大学改革プラン等を踏まえ，教育・研究・社会貢献を強化する事業を
ーシップによる重点経費等を確保し，事業支援を強化する。 重点的に支援するため，学長のリーダーシップによる重点経費等を確保し，

全学的な視野に立った配分を行う。
○ 大学の理念・目標「国立大学法人徳島大学は，自主と自律の精神に基づ 【68】国内外の優秀な人材を確保するため，テニュアトラック制の浸透，年俸制
き，真理の探究と知の創造に努め，卓越した学術及び文化を継承し，世界 の拡充（第３期中期目標期間中に20％の教員に年俸制を導入），クロスアポ
に開かれた大学として，豊かで健全な未来社会の実現に貢献する。」を達 イントメント制度の活用等，人事・給与制度の弾力化に取り組む。特に適切
成するため，優秀な教職員を確保する。 な業績評価体制を整備し，退職金に係る運営費交付金の積算対象となる教員

について，年俸制導入等に関する計画に基づき実施する。
【69】大学力を強化し，グローバル化を推進するため，優秀な若手・外国人の雇

用を拡大する。また，男女共同参画に係る意識啓発の推進，女性研究者支
援，ワークライフバランス実現のため，「徳島大学AWA(OUR)サポートシステ
ム」を活用した女性研究者の積極的な登用等，男女共同参画事業を実施する
とともに，第３期中期目標期間中に女性の幹部職員の登用を（役員は１名以
上，管理職は11％以上）増やす。

○ 本学の教育，研究及び社会貢献等の機能強化に向け，教職員の意識向上 【70】本学の競争力を強化するため，役員会及び各戦略室等で策定された施策に
を図り，大学人を育成する。 ついて教育内容の改善，研究活動の向上に加え，社会貢献及び管理運営につ

いても，説明会の実施やホームページ等を活用し教職員に周知し，理解させ
る。

【71】業務の質の向上と職場の活性化を行うため，事務職員等のキャリアマップ
及び職員の職能開発（SD）研修計画を策定し，SD活動を実施する。また，
SPOD（四国地区大学教職員能力開発ネットワーク）でのSD研修プログラムの
活用を促進する。

○ 同窓会を強力な大学サポーター組織と位置付け，強固な大学運営基盤を 【72】大学運営基盤を整備するため，同窓会組織と大学との連携システム（キャ
整備するため，同窓会組織との連携を強化する。 リア・就職支援，ニュースレターを利用した定期的な大学情報の提供，大学

運営に資するアンケート調査の実施等）を活用し，相互の情報交換・連携協
力体制を確立する。

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 ２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置
○ 教育研究の進展，社会や時代の要請を踏まえ，本学が有する個性，強み 【73】生物資源産業に係る学部を新設し，総合科学部及び工学部を改組するとと
を活かして，産業競争力を強化する人材育成を行うため，教育研究組織の もに，平成32年度までに新設学部等に大学院を整備する。
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新設及び改組等を行う。 なお，既存の教育研究組織についても不断の評価に基づき，柔軟に見直し
を行う。

３ 事務等の効率化・合理化に関する目標 ３ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置
○ モチベーションの高い事務機能の一層の向上を図るとともに，企業的経 【74】選択と集中により業務の合理化・効率化を行うため，「業務改善アクショ
営センスを取り入れた事務機能の効率化・合理化を行う。 ンプラン」を策定・実施するとともに，新たな教育研究組織や人員削減等に

対応する機能性を重視した事務組織の見直しを行う。
【75】業務の効率化を行うため，教務情報システム等次期情報システムの更新を

含む事務情報化推進計画に基づき，学内事務情報システムを整備する。
また，災害に強い事業継続計画（BCP）対策を施したクラウド化及びシステ

ム間のデータ連携を一段と進め業務を効率化する。

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 １ 外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するため

の措置
○ 大学の財政基盤充実のため，積極的な外部資金の獲得，その他自己収入 【76】競争的資金の獲得推進のため，研究支援・産官学連携センターによる資金
の確保を目指す。 の申請に対する組織的な支援体制を構築する。

【77】寄附金受入の増大を目指し，企業や同窓会等の協力を得るための情報発信
を積極的に行うとともに，その支援体制を構築する。また，資金の効率的な
運用等による自己収入を確保する。

２ 経費の抑制に関する目標 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置
○ 本学の強みや特色を伸長させるため，教職員の配置を見直し，人件費の 【78】本学の強みや特色を形成するため，「全学教員ポストの一元管理システ
適正化を図る。 ム」を構築し，教員配置の最適化を行い，人件費抑制につなげる。

○ 人件費以外の経費を削減するため，継続的に実施している経費節減の取 【79】人件費以外の経費削減のため実施した契約の複数年化，集約等の取り組み
り組みを検証するとともに，更なる経費節減とエネルギー削減に関する取 を検証し，その成果等を踏まえて更なる経費節減を行うとともに，エネルギ
り組みを行う。 ー削減につながる取り組みを実施する。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置
○ 現有資産の利用状況，実態等を把握して，資産の有効活用及び効率的な 【80】保有資産の運用管理状況を的確に把握するための実態調査等を行い，研究
運用を行う。 設備等の共用化，施設スペースの効率的運用を行う。

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するため
１ 評価の充実に関する目標 にとるべき措置

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置
○ PDCAサイクルが機能する大学評価を実施するとともに，評価業務の効率 【81】部局ごとの諸活動に基づく評価である「組織評価」を実施するとともに，
化を行う。 その評価結果を教育研究組織の見直しや予算配分等の大学の運営・改善に反

映させる。
【82】組織評価やアンケ－ト調査などの各種評価の手法や評価等を目的・機能等

により再検証し，評価情報等の有効性及び評価作業の効率性の観点に立ち，
評価の在り方や情報収集の見直しを行う。

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 ２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置
○ 本学の活動や果たしている機能等を広く社会に公開するため，大学情報 【83】本学の特色や教育，研究，地域貢献活動等に関する情報を積極的に公開，
を積極的に発信する。 提供するため，多様な情報発信ツール（大学ホームページ，広報誌，大学ア
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プリ等）を活用し，ステークホルダー等のニーズに合った情報を発信する。
○ 大学情報ガバナンス体制の維持，情報基盤及び情報システム整備などの 【84】BCP対策として仮想化基盤（クラウド）の有効活用を行うとともに，予防を

情報化施策の推進，学内情報化及び情報サービスの向上を目指すと共に， 主眼とした新情報セキュリティポリシーの徹底を図る方策として，①技術的
情報管理の徹底を図るため，情報セキュリティ体制の確立，情報セキュリ 対策（進入検知システム等の強化，入口・出口対策の強化，ログ確認等)，②
ティの教育プログラムを整備するなど情報セキュリティを高める。 物理的対策（情報機器の管理，管理区域及び入退管理の徹底等），③人的対

策（情報セキュリティの教育プログラム，情報セキュリティセミナー，各部
局等への情報セキュリティの内部監査の継続及び情報セキュリティポリシー
の運用支援）を実施する。

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 １ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置

○ 徳島大学機能強化プランに即したキャンパスマスタープランを基に，教 【85】長期的視点に基づくキャンパスマスタープランにより，優れた能力を持つ
育研究や地域貢献等に資する施設及び環境整備を計画的に実施する。 人材の育成・グローバルな人材育成・地域社会への貢献や先端的な研究等を

より一層進めるため，施設の整備や老朽改善，基幹整備（ライフライン）及
び維持管理のための改修計画を作成し，施設整備費や自己財源等により着実
に実現する。

なお，キャンパスマスタープランは，整備の進捗状況や教育研究等の進捗
状況に応じて毎年度必要な見直しを行う。

○ 教育研究やグローバル人材育成のため，既存スペースの見直しを行うこ 【86】全学のスペース調査（病院除く）により利用状況を把握し，それを基に共
とにより共用スペースの拡充を進める。 用スペースの拡充と有効活用を促進する。

また，共用スペースにおけるスペースチャージを拡充し，計画的な維持管
理等の財源とする。

２ 安全管理に関する目標 ２ 安全管理に関する目標を達成するための措置
○ より安全・安心な教育研究環境を実現するため，衛生管理者の資格取得 【87】安全衛生管理体制を強化するため，安全衛生資格の取得を推進し，衛生管
推進，安全衛生研修の実施など安全衛生管理体制を強化する。 理者（本学選任義務９名）の資格を第３期中に30名以上に取得させるととも

に，安全衛生スタッフを学外研修等に派遣し，能力を向上させる。
また，管理職員等に対し，安全衛生の基本的事項を習得させるため，毎

年，安全衛生推進者養成講習を受講させる。
【88】安全衛生意識を向上させるため，安全衛生に関する研修等を毎年実施する

など，職員・学生に対し，健康と安全を意識させる安全衛生教育を充実させ
る。

○ リスク発生要因を把握し，リスクの回避・低減及びリスク発生時に適切 【89】リスク予防とリスク発生時の迅速かつ的確な対応のため，リスクの洗い出
に対応するため，リスクマネジメント体制等を整備する。 しと評価，各部署におけるマニュアル策定（事故，業務運営，法令違反

等），学内外の専門家による教育訓練（年複数回）実施等の対策を行う。
３ 法令遵守に関する目標 ３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置

○ 大学が社会的使命を果たしつつ，その活動を適正かつ持続的に行ってい 【90】法令及び規則・公的研究費の不正防止策等について，周知状況，浸透度及
くため，学内規則を含めた関係法令等を遵守し，妥当性を確保する。 び実施状況，また，適正な管理運営体制が確保できているかなど，事業年度

ごとに定める内部監査計画で随時監査手法の見直しを行いながら，内部監査
において検証し，提言する。

さらに，研究倫理に関する講習会を定期的に開催するとともに，研究倫理
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に関するe-Learning教材を充実する。
また，論文不正対策として，学術論文，博士論文等について，剽窃防止ソ

フトによるチェックを義務付ける。
○ 監事が，財務や会計だけでなく，大学ガバナンス体制等についても監査 【91】監事が，幅広く充実した監査を的確に効率良く実施できるよう，監事が必
できるよう，監事機能の強化及び監事サポート体制の強化を行う。 要とする情報の提供，資料の作成及び監査対象部署との調整など，サポ－ト

体制を強化する。

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画
別紙参照

Ⅶ 短期借入金の限度額
１ 短期借入金の限度額

３，１３６，９５８千円
２ 想定される理由

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費
として借り入れることが想定されるため。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画
１ 重要な財産を譲渡する計画

・ 該当なし
２ 重要な財産を担保に供する計画

・ 附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入に伴い，本学の土
地及び建物を担保に供する。

Ⅸ 剰余金の使途
○ 決算において剰余金が発生した場合は，教育研究等の質の向上及び組織運営

の改善に充てる。

Ⅹ その他
１ 施設・設備に関する計画

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

ライフライン再生（自 総額 ２,１２８ 施設整備費補助金
家発電設備） （２４５）

基幹・環境整備（支障 長期借入金
建物撤去等） （１,６０７）

磁気共鳴画像診断装置
（独）大学改革支援・学
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高度低侵襲医療システ 位授与機構施設費交付金
ム （２７６）

小規模改修

（注１）施設・設備の内容，金額については見込みであり，中期目標を達成す
るために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度
合い等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもある。

（注２）小規模改修について，平成２８年度以降は平成２７年度同額として試
算している。

なお，各事業年度の施設整備費補助金，（独）大学改革支援・学位授
与機構施設費交付金，長期借入金については，事業の進展等により所要
額の変動が予想されるため，具体的な額については，各事業年度の予算
編成過程等において決定される。

２ 人事に関する計画
○ 国内外の優秀な人材を確保するため，テニュアトラック制の浸透，年俸制

の拡充（第３期中期目標期間中に20％の教員に年俸制を導入），クロスアポ
イントメント制度の活用等，人事・給与制度の弾力化に取り組む。特に適切
な業績評価体制を整備し，退職金に係る運営費交付金の積算対象となる教員
について，年俸制導入等に関する計画に基づき実施する。

○ 大学力を強化し，グローバル化を推進するため，優秀な若手・外国人の雇
用を拡大する。また，男女共同参画に係る意識啓発の推進，女性研究者支
援，ワークライフバランス実現のため，「徳島大学AWA(OUR)サポートシステ
ム」を活用した女性研究者の積極的な登用等，男女共同参画事業を実施する
とともに，第３期中期目標期間中に女性の幹部職員の登用を（役員は１名以
上，管理職は11％以上）増やす。

◯ 業務の質の向上と職場の活性化を行うため，事務職員等のキャリアマップ
及び職員の職能開発（SD）研修計画を策定し，SD活動を実施する。また，
SPOD（四国地区大学教職員能力開発ネットワーク）でのSD研修プログラムの
活用を促進する。

◯ 本学の強みや特色を伸ばすため，部局を越えた弾力的な教員配置を行い，
教育研究機能を強化する。

◯ 安全衛生管理体制を強化するため，安全衛生資格の取得を推進し，衛生管
理者（本学選任義務９名）の資格を第３期中に30名以上に取得させるととも
に，安全衛生スタッフを学外研修等に派遣し，能力を向上させる。
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また，管理職員等に対し，安全衛生の基本的事項を習得させるため，毎
年，安全衛生推進者養成講習を受講させる。

○ 安全衛生意識を向上させるため，安全衛生に関する研修等を毎年実施する
など，職員・学生に対し，健康と安全を意識させる安全衛生教育を充実させ
る。

（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み１１４，２８７百万円（退職手当
は除く）

３ 中期目標期間を超える債務負担

（長期借入金） （単位：百万円）
年度 H28 H29 H30 H31 H32 H33 中期目標 次期以降 総 債 務

財源 期間小計 償 還 額 償 還 額

長期借入金
償 還 金
（大学改革 1,128 1,227 1,299 1,389 1,504 1,600 8,147 13,027 21,174
支援・学位
授与機構）

（注）金額については，見込みであり，業務の実施状況等により変更されるこ
ともある。

４ 積立金の使途
○ 前中期目標期間繰越積立金については、次の事業の財源に充てる。
・ 教育，研究，診療に係る業務及びその附帯業務
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（別表）

中 期 目 標 中 期 計 画

別表１（学部，教育部） 別表（収容定員）

総合科学部 総合科学部 ６８０人

学 医学部 医 学 部 １，３２８人

部 歯学部 （うち医師養成に係る分野 ６００人）

薬学部 学 歯 学 部 ３１５人

理工学部 （うち歯科医師養成に係る分野 ２５５人）

工学部（H28募集停止） 部 薬 学 部 ４００人

生物資源産業学部 理 工 学 部 ２，４５０人

工 学 部 ０人

生物資源産業学部 ４０６人

総合科学教育部

医科学教育部

教 口腔科学教育部 総合科学教育部 １０６人

育 薬科学教育部 うち修士課程 ９４人

部 栄養生命科学教育部 博士課程 １２人

保健科学教育部 医 科 学 教 育 部 ２２４人

先端技術科学教育部 うち修士課程 ２０人

博士課程 ２０４人

教 口 腔 科 学 教 育 部 ８８人

育 うち修士課程 １０人

部 博士課程 ７８人

別表２（共同利用・共同研究拠点） 薬 科 学 教 育 部 １１６人

うち修士課程 ７０人

博士課程 ４６人

先端酵素学研究所 栄養生命科学教育部 ７１人

うち修士課程 ４４人

博士課程 ２７人

保 健 科 学 教 育 部 ６９人

うち修士課程 ５４人

博士課程 １５人

先端技術科学教育部 ７８５人

うち修士課程 ６５６人

博士課程 １２９人

67 徳島大学



大学等名  徳島大学

（単位：百万円）

金　　額

　収入

運営費交付金 73,914

施設整備費補助金 245

船舶建造費補助金 0

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 276

自己収入 155,045

授業料及び入学料検定料収入 27,270

附属病院収入 126,612

財産処分収入 0

雑収入 1,163

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 15,786

長期借入金収入 1,607

246,873

　支出

業務費 217,433

教育研究経費 102,347

診療経費 115,086

施設整備費 2,128

船舶建造費 0

１．予算

(別紙)予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

平成28年度～平成33年度　予算

区　　分

計
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産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 15,786

長期借入金償還金 11,526

246,873

［人件費の見積り］

中期目標期間中総額114,287百万円を支出する。（退職手当は除く。）

　注）人件費の見積りについては、平成29年度以降は平成28年度の人件費見積り額を踏まえ試算

　　している。

　注）退職手当については、国立大学法人徳島大学職員退職手当規則に基づいて支給することと

　　するが、運営費交付金として交付される金額については、各事業年度の予算編成過程におい

　　て国家公務員退職手当法に準じて算定される。

　注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。

［運営費交付金の算定方法］

○　毎事業年度に交付する運営費交付金は、以下の事業区分に基づき、それぞれに対応した数式

　により算定して決定する。

Ⅰ〔基幹運営費交付金対象事業費〕

　　①「教育研究等基幹経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｄ（ｙ－１）は直前の事業年

　　　度におけるＤ（ｙ）。

        ・　学部・大学院の教育研究に必要な教職員のうち、設置基準に基づく教員にかかる給

　　　　　与費相当額及び教育研究経費相当額。

        ・　附属学校の教育研究に必要な教職員のうち、標準法に基づく教員にかかる給与費相

　　　　　当額。

        ・　学長裁量経費。

　　②「その他教育研究経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年

　　　度におけるＥ（ｙ）。

　　　　・　学部・大学院及び附属学校の教育研究に必要な教職員（①にかかる者を除く。）の

　　　　　人件費相当額及び教育研究経費。

計
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　　　　・　附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件費相当額及び教育研究診療

　　　　　経費。

　　　　・　附置研究所及び附属施設等の運営に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費。

        ・　法人の管理運営に必要な職員（役員を含む）の人件費相当額及び管理運営経費。

        ・　教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経費。

　　③「機能強化経費」：機能強化経費として、当該事業年度において措置する経費。

　〔基幹運営費交付金対象収入〕

　　④「基準学生納付金収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額及

　　　び収容定員数に授業料標準額を乗じた額の総額。（平成28年度入学料免除率で算出される

　　　免除相当額については除外。）

  　⑤「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分等）、授業料収入（収容定員

　　　超過分等）及び雑収入。平成28年度予算額を基準とし、第３期中期目標期間中は同額。

Ⅱ〔特殊要因運営費交付金対象事業費〕

　　⑥「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度において措置する経費。

Ⅲ〔附属病院運営費交付金対象事業費〕

　　⑦「一般診療経費」：当該事業年度において附属病院の一般診療活動に必要となる人件費相

　　　当額及び診療行為を行う上で必要となる経費の総額。Ｉ（ｙ－１）は直前の事業年度にお

　　　けるＩ（ｙ）。

　　⑧「債務償還経費」：債務償還経費として、当該事業年度において措置する経費。

　〔附属病院運営費交付金対象収入〕                                    

　　⑨「附属病院収入」：当該事業年度において附属病院における診療行為によって得られる収

　　　入。Ｋ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＫ（ｙ）。

１．毎事業年度の基幹運営費交付金は、以下の数式により算定する。

　　Ａ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ）＋ Ｅ（ｙ）＋ Ｆ（ｙ）－ Ｇ（ｙ）

運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ）＋ Ｃ（ｙ）
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　（１）Ｄ（ｙ）＝ Ｄ（ｙ－１）× β（係数）

　（２）Ｅ（ｙ）＝｛Ｅ（ｙ－１）× α（係数）｝× β（係数）± Ｓ（ｙ）± Ｔ（ｙ）

　　　　　　　　　＋ Ｕ（ｙ）

　（３）Ｆ（ｙ）＝ Ｆ（ｙ）

　（４）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ）

--------------------------------------------------------------------------------------

　　Ｄ（ｙ）：教育研究等基幹経費（①）を対象。

　　Ｅ（ｙ）：その他教育研究経費（②）を対象。

　　Ｆ（ｙ）：機能強化経費（③）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応するため

　　　　　　　に必要となる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程において当該事

　　　　　　　業年度における具体的な額を決定する。

　　Ｇ（ｙ）：基準学生納付金収入（④）、その他収入（⑤）を対象。

　　Ｓ（ｙ）：政策課題等対応補正額。

            　新たな政策課題等に対応するための補正額。各事業年度の予算編成過程において

              当該事業年度における具体的な額を決定する。

　　Ｔ（ｙ）：教育研究組織調整額。

           　 学部・大学院等の組織整備に対応するための調整額。

            　各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定

　　　　　　　する。

　　Ｕ（ｙ）：教育等施設基盤調整額。

           　 施設マネジメントにおける維持管理の状況に対応するための調整額。

          　  各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定

　　　　　　　する。

２．毎事業年度の特殊要因運営費交付金は、以下の数式により算定する。

　　Ｂ（ｙ）＝ Ｈ（ｙ）

--------------------------------------------------------------------------------------

　　Ｈ（ｙ）：特殊要因経費（⑥）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応するため

　　　　　　　に必要となる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程において当該事

　　　　　　　業年度における具体的な額を決定する。
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３．毎事業年度の附属病院運営費交付金は、以下の数式により算定する。

　　Ｃ（ｙ）＝｛Ｉ（ｙ）＋ Ｊ（ｙ）｝－ Ｋ（ｙ）

　（１）Ｉ（ｙ）＝ Ｉ（ｙ－１）± Ｖ（ｙ）

　（２）Ｊ（ｙ）＝ Ｊ（ｙ）

　（３）Ｋ（ｙ）＝ Ｋ（ｙ－１）± Ｗ（ｙ）

--------------------------------------------------------------------------------------

　　Ｉ（ｙ）：一般診療経費（⑦）を対象。

　　Ｊ（ｙ）：債務償還経費（⑧）を対象。

　　Ｋ（ｙ）：附属病院収入（⑨）を対象。

    Ｖ（ｙ）：一般診療経費調整額。

            　直近の決算結果等を当該年度の一般診療経費の額に反映させるための調整額。各

　　　　　　　事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定す

　　　　　　　る。

    Ｗ（ｙ）：附属病院収入調整額。

            　直近の決算結果等を当該年度の附属病院収入の額に反映させるための調整額。各

　　　　　　　事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定す

　　　　　　　る。

　【諸係数】

α（アルファ）：機能強化促進係数。△1.2％とする。

              　第３期中期目標期間中に各国立大学法人における教育研究組織の再編成等を通じ

　　　　　　　　た機能強化を促進するための係数。

β（ベータ）：教育研究政策係数。

              物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に勘案して必要に

　　　　　　　応じ運用するための係数。

              各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定

　　　　　　　する。

注）中期計画における運営費交付金は上記算定方法に基づき、一定の仮定の下に試算されたもの

　であり、各事業年度の運営費交付金については、予算編成過程において決定される。

　　なお、運営費交付金で措置される「機能強化経費」及び「特殊要因経費」については、平成
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　29年度以降は平成28年度と同額として試算しているが、教育研究の進展等により所要額の変動

　が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程において決定される。

注）施設整備費補助金、船舶建造費補助金、大学改革支援・学位授与機構施設費交付金及び長期

　借入金収入は、「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。

注）自己収入並びに産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、平成28年度の受入見込額

　により試算した収入予定額を計上している。

注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。

注）業務費、施設整備費及び船舶建造費については、中期目標期間中の事業計画に基づき試算し

　た支出予定額を計上している。

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄附金収入等により行

　われる事業経費を計上している。

注）長期借入金償還金については、変動要素が大きいため、平成28年度の償還見込額により試算

　した支出予定額を計上している。

注）上記算定方法に基づく試算においては、「教育研究政策係数」は１とし、「教育研究組織調

　整額」、「教育等施設基盤調整額」、「一般診療経費調整額」及び「附属病院収入調整額」に

　ついては、０として試算している。また、「政策課題等対応補正額」  については、平成29年

　度以降は、平成28年度と同額として試算している。

- 6 -



大学等名  徳島大学

（単位：百万円）

金　　額

費用の部 246,059

経常費用 246,059

業務費 220,999

教育研究経費 23,964

診療経費 66,030

受託研究費等 10,544

役員人件費 549

教員人件費 60,741

職員人件費 59,171

一般管理費 6,420

財務費用 1,414

雑損 0

減価償却費 17,226

臨時損失 0

収入の部 250,317

経常収益 250,317

運営費交付金収益 72,904

授業料収益 23,345

入学金収益 3,160

検定料収益 764

附属病院収益 126,612

２．収支計画

平成28年度～平成33年度　収支計画

区　　分
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受託研究等収益 10,544

寄附金収益 4,948

財務収益 0

雑益 1,163

資産見返負債戻入 6,877

臨時利益 0

純利益 4,258

総利益 4,258

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。

注）純利益及び総利益には、附属病院における借入金返済額（建物、診療機器等の整備のための

　借入金）が、対応する固定資産の減価償却費よりも大きいため発生する会計上の観念的な利益

　を計上している。

大学等名  徳島大学

（単位：百万円）

金　　額

資金支出 253,761

業務活動による支出 227,419

投資活動による支出 7,927

財務活動による支出 11,526

次期中期目標期間への繰越金 6,889

区　　分

３．資金計画

平成28年度～平成33年度　資金計画
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資金収入 253,761

業務活動による収入 244,450

運営費交付金による収入 73,914

授業料及び入学料検定料による収入 27,270

附属病院収入 126,612

受託研究等収入 10,544

寄附金収入 4,947

その他の収入 1,163

投資活動による収入 521

施設費による収入 521

その他の収入 0

財務活動による収入 1,901

前中期目標期間よりの繰越金 6,889

注）施設費による収入には、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構における施設費交付事業

　にかかる交付金を含む。
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